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第
５
次
医
療
法
改
定
後
の
医
療
法
人
制
度

第
５
次
医
療
法
改
定
後
の
医
療
法
人
制
度

税
理
士　

黒
岩　

哲
夫

税
理
士　

黒
岩　

哲
夫

１
．
経
営
上
の
留
意
点

〈
メ
リ
ッ
ト
〉

① 

医
療
法
人
化
す
る
こ
と

で
、
一
般
的
に
、
個
人
の

家
計
と
事
業
で
あ
る
医
業

経
営
が
明
確
に
分
離
さ
れ

る
た
め
、
財
務
面
の
信
用

が
向
上
し
、
事
業
自
体
の

永
続
性
・
効
率
性
が
追
及

し
や
す
く
な
り
、
金
融
機

関
等
に
対
す
る
信
用
も
増

し
、
ま
た
社
会
的
信
用
の

向
上
に
よ
り
職
員
の
募
集

等
に
有
利
な
場
合
も
考
え

ら
れ
る
。

② 

分
院
の
設
立
が
可
能
。

③ 

介
護
保
険
事
業
等
へ
の
事

業
展
開
が
可
能
と
な
る
。

④ 

事
業
継
承
等
比
較
的
ス
ム

ー
ズ
に
移
行
す
る
こ
と
が

で
き
る
。

⑤ 

診
療
報
酬
支
払
基
金
か
ら

　

２
０
０
７
年
４
月
に
「
良

質
な
医
療
を
提
供
す
る
体
制

の
確
立
を
図
る
た
め
の
医
療

法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
」
が
施
行
さ
れ
、
少
子
・

高
齢
化
社
会
に
お
け
る
医
療

体
制
の
整
備
が
図
ら
れ
る
こ

と
と
な
っ
た
。
こ
の
い
わ
ゆ

る
第
５
次
医
療
法
改
定
に
お

い
て
、
医
療
の
非
営
利
性
及

び
公
益
性
が
従
来
以
上
に
求

め
ら
れ
る
よ
う
に
な
り
、
出

資
に
よ
る
「
持
分
あ
り
医
療

法
人
」
の
設
立
は
認
め
ら
れ

ず
、「
持
分
な
し
医
療
法

人
」
と
し
て
社
会
医
療
法
人

及
び
基
金
拠
出
型
医
療
法
人

制
度
が
新
設
さ
れ
た
。

　

と
こ
ろ
で
、
最
近
に
お
け

る
歯
科
の
医
療
法
人
の
設
立

状
況
は
、
08
年
度
７
件
、
09

年
度
26
件
、
10
年
度
31
件
と

や
や
増
加
傾
向
が
続
い
て
い

る
。の

入
金
の
際
、
源
泉
徴
収

さ
れ
な
い
た
め
、
資
金
の

有
効
活
用
が
で
き
る
。

〈
デ
メ
リ
ッ
ト
〉

① 

業
務
の
範
囲
が
医
療
法
に

規
定
さ
れ
、
業
務
範
囲
に

一
定
の
制
限
が
あ
る
。

② 

医
業
の
非
営
利
性
か
ら
剰

余
金
の
配
当
が
で
き
な

い
。

③ 

07
年
４
月
以
降
設
立
す
る

医
療
法
人
に
つ
い
て
は
、

残
余
財
産
の
帰
属
先
は
国

等
と
さ
れ
た
。

④ 

医
療
法
人
の
財
産
は
法
人

に
帰
属
す
る
た
め
私
的
に

は
処
分
で
き
な
い
。

⑤ 

事
務
手
続
の
煩
雑
化
と
運

営
費
用
の
増
加

・ 

医
業
経
営
の
透
明
性
を
確

保
す
る
た
め
、
事
業
年
度

ご
と
に
事
業
報
告
書
、
財

産
目
録
、
貸
借
対
照
表
、

損
益
計
算
書
な
ど
の
作
成

が
必
要
と
な
り
、
閲
覧
に

供
さ
れ
る
。

・ 

任
期
ご
と
に
役
員
変
更

（
重
任
を
含
む
）
の
登
記

が
必
要
。

・ 
医
療
法
人
の
設
立
に
際

し
、
都
道
府
県
知
事
等
の

認
可
が
必
要
。

⑥ 

役
員
及
び
従
業
員
は
、
社

会
保
険
へ
の
加
入
（
健
康

保
険
・
厚
生
年
金
）
は
強

制
と
な
り
、
事
業
主
の
負

担
額
が
増
加
し
、
資
金
繰

り
に
影
響
を
及
ぼ
す
。

　

※ 

た
だ
し
、
一
定
の
手
続

に
よ
り
歯
科
医
師
国
保

の
継
続
が
可
能

⑦ 

永
続
性
の
観
点
か
ら
、
安

易
に
医
療
法
人
を
解
散
す

る
こ
と
が
で
き
な
い
。

２
．
税
務
上
の
留
意
点

〈
メ
リ
ッ
ト
〉

① 

法
人
税
率
と
所
得
税
率
の

差
異
に
よ
る
節
税
が
可
能

で
あ
り
、
高
額
所
得
者
ほ

ど
税
率
差
に
よ
り
税
額
が

軽
減
さ
れ
る
。

② 

複
数
の
役
員
に
給
与
を
支

給
す
る
こ
と
に
よ
り
、
所

得
分
散
に
よ
る
節
税
が
可

能
。

③ 

専
従
者
給
与
が
役
員
給
与

に
変
わ
る
こ
と
に
よ
る
実

質
的
な
節
税

④ 

法
人
か
ら
受
け
る
役
員
給

与
に
つ
き
給
与
所
得
控
除

の
適
用
を
受
け
る
こ
と
に

よ
る
節
税

⑤ 

一
定
の
生
命
保
険
料
や
役

員
退
職
金
を
損
金
に
算
入

さ
れ
る
こ
と
な
ど
に
よ
る

節
税

⑥ 

社
保
収
入
に
か
か
る
所
得

以
外
の
所
得
が
あ
る
場
合

に
役
員
の
給
与
所
得
に
転

化
さ
れ
た
部
分
の
一
部
に

は
事
業
税
が
か
か
ら
な
い

た
め
の
節
税
。な
お
、社
保

収
入
に
係
る
所
得
に
は
事

業
税
が
課
税
さ
れ
な
い
。

⑦ 

個
人
事
業
で
一
定
の
要
件

を
満
た
せ
ば
、
個
人
事
業

の
赤
字
は
３
年
間
繰
越
控

除
が
可
能
で
あ
る
が
、
医

療
法
人
で
一
定
の
要
件
を

満
た
せ
ば
、
医
療
法
人
の

赤
字
は
７
年
間
繰
越
控
除

が
可
能
と
な
る
（
な
お
、

08
年
４
月
１
日
以
降
に
つ

い
て
は
、
９
年
間
）。

〈
デ
メ
リ
ッ
ト
〉

① 

交
際
費
は
出
資
金
の
額
に

応
じ
限
度
が
あ
り
、
原
則

と
し
て
支
出
交
際
費
の
10

％
は
損
金
に
な
ら
な
い
。

②
小
規
模
企
業
共
済
の
脱
退

し
て
存
続
を
認
め
る

② 

持
分
の
定
め
の
な
い
社
団

法
人
・
財
団
法
人

③
基
金
拠
出
型
法
人
（
新
設
）

④
社
会
医
療
法
人
（
新
設
）

⑤
特
定
医
療
法
人

１
．
基
金
制
度
の
導
入

　

基
金
拠
出
型
法
人
と
は
、

定
款
上
に
基
金
制
度
に
つ
い

て
の
定
め
が
あ
る
持
分
の
定

め
の
な
い
社
団
医
療
法
人
を

い
う
。
当
該
法
人
は
、
定
款

に
定
め
る
こ
と
に
よ
り
基
金

を
引
き
受
け
る
者
の
募
集
を

す
る
こ
と
が
で
き
る
と
さ

れ
、
基
金
制
度
の
採
用
は
任

意
で
あ
る
か
ら
、
基
金
制
度

を
採
用
す
る
場
合
に
お
い
て

基
金
の
拠
出
者
の
権
利
に
関

す
る
現
定
や
基
金
の
返
還
の

手
続
き
を
定
款
に
定
め
る
必

要
が
あ
る
。

　

基
金
と
は
、
社
団
で
あ
る

医
療
法
人
で
持
分
の
定
め
の

な
い
も
の
に
拠
出
さ
れ
た
金

銭
そ
の
他
財
産
で
あ
る
。

　

「
基
金
」
は
当
該
医
療
法

人
が
そ
の
拠
出
者
に
対
し
て

定
款
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
従

い
返
還
義
務
（
金
銭
以
外
の

財
産
に
つ
い
て
は
、
拠
出
時

の
当
該
財
産
の
価
額
に
相
当

す
る
金
銭
の
返
還
義
務
）
を

負
う
。

　

な
お
、「
基
金
」
の
返
還

に
係
る
債
権
に
は
、
利
息
を

付
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

２
．
基
金
の
返
還

イ
．
基
金
の
返
還
は
定
時
社

員
総
会
の
決
議
に
よ
っ
て
行

わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

ロ
．
基
金
の
返
還
が
で
き
る

場
合

　

あ
る
会
計
年
度
に
係
る
貸

借
対
照
表
上
の
純
資
産
額
が

次
に
揚
げ
る
金
額
の
合
計
額

を
超
え
る
場
合
に
お
い
て

の
金
額
が
１
０
０
０
万
円
以

上
で
あ
る
法
人
（
新
設
法

人
）
に
つ
い
て
は
、
そ
の
基

準
期
間
が
な
い
事
業
年
度

は
、
小
規
模
事
業
者
に
係
る

納
税
義
務
の
免
除
は
適
用
さ

れ
な
い
と
の
こ
と
で
あ
る

が
、
も
と
も
と
持
分
の
定
め

の
な
い
社
団
医
療
法
人
は
、

出
資
の
金
額
を
有
し
な
い
の

で
、
設
立
当
初
２
年
間
の
納

税
義
務
は
免
除
さ
れ
る
。

ト
．
地
方
税
の
均
等
割

　

地
方
税
の
均
等
割
は
、
各

税
率
表
区
分
の
最
低
金
額
を

適
用
。

チ
．
基
金
の
相
続
税
評
価

　

基
金
は
出
資
金
で
は
な
い

の
で
、
財
産
の
種
類
と
し
て

は
債
権
に
な
る
。

　

一
般
的
に
債
権
の
相
続
税

評
価
は
、
元
本
の
価
額
と
利

息
の
価
額
の
合
計
額
に
よ
っ

て
評
価
さ
れ
る
が
、
基
金
の

返
還
に
係
る
債
権
に
は
、
利

　

07
年
４
月
以
降
は
左
記
の

と
お
り
に
分
類
さ
れ
る
。

① 

社
団
で
あ
る
持
分
の
定
め

の
あ
る
法
人
・
出
資
限
度

額
法
人　

↓　

当
分
の

間
、
経
過
措
置
型
法
人
と

息
を
付
す
る
こ
と
が
で
き
な

い
た
め
、
基
金
の
評
価
は
元

本
の
価
額
だ
け
で
の
評
価
と

１
．
法
人
税
法
上
の
取
扱
い

　

社
団
で
あ
る
医
療
法
人
で

持
分
の
定
め
の
あ
る
も
の
が

持
分
の
定
め
の
な
い
医
療
法

人
に
な
る
場
合
に
お
い
て
、

持
分
の
全
部
ま
た
は
一
部
の

払
戻
し
を
し
な
か
っ
た
と
き

は
、
そ
の
払
戻
し
を
し
な
か

っ
た
こ
と
に
よ
り
生
ず
る
利

益
の
額
は
、
そ
の
医
療
法
人

の
各
事
業
年
度
の
所
得
の
金

額
の
計
算
上
、
益
金
の
金
額

に
算
入
し
な
い
。（
法
令
１

３
６
条
の
４
―
２
）

２
．
所
得
税
法
上
の
取
扱
い

・ 

み
な
し
配
当
課
税
（
所
法

25
条
）

・ 

み
な
し
譲
渡
課
税
（
所
法

59
条
）

３
．
相
続
税
法
上
の
取
扱
い

　

相
続
税
法
66
条
４
項
に
よ

れ
ば
、
持
分
の
定
め
の
な
い

法
人
に
対
し
、
財
産
の
贈
与

ま
た
は
遺
贈
が
あ
っ
た
場
合

に
お
い
て
、
当
該
贈
与
ま
た

は
遺
贈
を
し
た
者
の
親
族
そ

の
他
こ
れ
ら
の
者
と
特
別
の

関
係
が
あ
る
者
の
相
続
税
ま

た
は
贈
与
税
の
負
担
が
不
当

に
減
少
す
る
結
果
と
な
る
と

認
め
ら
れ
る
と
き
は
、
こ
れ

を
個
人
と
み
な
し
て
、
こ
れ

に
贈
与
税
ま
た
は
相
続
税
を

課
す
る
。

（
お
わ
り
）

な
る
。
こ
の
場
合
の
元
本
の

価
額
は
、
そ
の
返
還
さ
れ
る

べ
き
金
額
と
な
る
。

医
療
法
人
設
立
上
の
留
意
す
べ
き
事
項

医
療
法
人
設
立
上
の
留
意
す
べ
き
事
項

は
じ
め
に

は
じ
め
に

0707
年
４
月
以
後
の
医
療
法
人
制
度

年
４
月
以
後
の
医
療
法
人
制
度

基
金
拠
出
型
法
人

基
金
拠
出
型
法
人

経
過
措
置
型
か
ら
基
金
拠
出
型
へ
の

経
過
措
置
型
か
ら
基
金
拠
出
型
へ
の

移
行
の
税
務
取
扱
い

移
行
の
税
務
取
扱
い

経税部経税部
だよりだより

設立時に理事長Ａが1,000万円を出資
移行時現在、この出資の持分の時価相当額を5,000万円とする
（出資1,000万円、繰越利益剰余金4,000万円、資本剰余金等はなし）
出資の払戻しをせず、基金の価額を出資の額面金額超、時価相当額未満
として拠出した場合

基金の算定方法等 課　税　問　題

出資1,000万円と繰越利益剰
余金3,000万円の合計4,000
万円基金として拠出

↓
Ａが出資の時価相当額5,000
万円と拠出した基金4,000万
円との差額1,000万円は持分
放棄と考える

・ Ａに対し、3,000万円のみなし配当課税
　（4,000万円－1,000万円）

・ 出資者が持っていた払戻請求権（1,000
万円）が消滅し、その経済的利益は医療
法人の所得の金額の計算上益金の額に算
入しない。

・ 出資の時価5,000万円と拠出した4,000万
円との差額1,000万円については上記相
法66条４項の規定の適用の有無検討

・ 出資持分の放棄について出資持分時価に
よるみなし譲渡課税（所法59条）の問題
が生じるが、国税庁の文書回答（Ｈ17年
４月６日）により、譲渡性が認められな
いため課税は生じないと考える。

表　具体事例による基金型法人の課税関係

は
、
当
該
会
計
年
度
の
次
の

会
計
年
度
の
決
算
の
決
定
に

関
す
る
定
時
社
員
総
会
の
日

の
前
日
ま
で
の
間
に
限
り
、

当
該
超
過
額
を
返
還
の
総
額

の
限
度
と
し
て
基
金
の
返
還

を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

① 

基
金
（
代
替
基
金
を
含
む
）

②
資
本
剰
余
金

③ 

資
産
に
つ
き
時
価
を
基
準

と
し
て
評
価
を
行
っ
た
こ

と
に
よ
り
増
加
し
た
貸
借

対
照
表
上
の
純
資
産
額

３
．
代
替
基
金

　

基
金
の
返
還
を
す
る
場
合

に
は
、
返
還
を
す
る
基
金
に

相
当
す
る
金
額
を
代
替
基
金

と
し
て
計
上
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。
ま
た
、
こ
の
代
替

基
金
は
取
り
崩
す
こ
と
が
で

き
な
い
。

４
．
基
金
総
額
及
び
代
替
基

金
の
貸
借
対
照
表
上
の
表
示

　

純
資
産
の
部
に
基
金
及
び

代
替
基
金
の
科
目
で
計
上
す

る
こ
と
と
な
る
。

５
．
税
務
上
の
留
意
事
項

イ
．
08
年
度
税
制
改
正
に
よ

り
、「
医
療
法
人
が
そ
の
設

立
に
つ
い
て
贈
与
又
は
遺
贈

を
受
け
た
金
銭
の
額
又
は
金

銭
以
外
の
資
産
の
価
額
は
、

そ
の
医
療
法
人
の
各
事
業
年

度
の
所
得
の
金
額
の
計
算

上
、
益
金
の
額
に
算
入
し
な

い
。（
法
令
１
３
６
の
４
①
）」

規
定
が
設
け
ら
れ
た
。

ロ
．
医
療
法
人
に
贈
与
税
が

課
税
さ
れ
る
場
合

　

相
法
66
④

ハ
．
交
際
費
等
の
損
金
不
算

入
制
度

　

期
末
貸
借
対
照
表
に
計
上

さ
れ
て
い
る
総
資
産
の
帳
簿

価
額
か
ら
総
負
債
の
帳
簿
価

額
及
び
当
期
利
益
（
又
は
当

期
欠
損
）
を
控
除
（
当
期
欠

損
の
場
合
は
加
算
）
し
た
金

額
の
60
％
に
相
当
す
る
金
額

を
期
末
資
本
ま
た
は
出
資
の

金
額
に
準
ず
る
も
の
と
し

て
、
資
本
ま
た
は
出
資
の
金

額
を
判
定
し
、
そ
の
定
額
基

準
額
に
よ
り
計
算
す
る
。

ニ
．
寄
付
金
の
損
金
算
入
限

度
額

　

そ
の
事
業
年
度
の
所
得
の

金
額
の
２
・
５
％

ホ
．
法
人
税
率

　

普
通
法
人
（
中
小
法
人

等
）
の
税
率
を
適
用

ヘ
．
消
費
税
の
設
立
当
初
２

年
間
の
納
税
義
務

　

基
準
期
間
の
な
い
法
人
の

う
ち
、
事
業
年
度
開
始
の
日

に
お
け
る
資
本
ま
た
は
出
資


